
新

令和12年度　予定

・

規

男女共同参画いきいき

完

フォーラムを実施予定

了

・男女共同参画いきい

事

きフォーラムを実施予

業

定

・啓発及び情報発信

ゼ

・啓発及び情報発信

・

ロ

チャレンジ講座を実施

予

予定 ・チャレンジ講座

算

を実施予定

事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4150 男女共同参画社会づくり事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 020116 総務費・総務管理費・男女共同参画推進費
科目

事業 010000 男女共同参画社会づくり事業

事業目的 事業概要・効果 

・第六次次須坂市男女共同参画計画に基づき、男女共 ●市民の男女共同参画意識向上のため、男女共同参画

同参画社会づくりを推進する。 地域学習会等を実施する。

●市民との共創により企画・運営する男女共同参画い

きいきフォーラム等を実施する。

●第六次須坂市男女共同参画計画（20

内

23～2027年度）

部

を推進する。

●「情報

評

誌ﾍﾟﾁｬ*ｸﾁｬ」

価

に男女共同参画に関す

【

る啓発や

情報を掲載し

二

、若者や子育て世代に

次

向けた情報発信の

充実

】

を図る。

ＰＬＡＮ－Ｄ

1

Ｏ

年度実績及び予定

令

頁

和 7年度　実績 令和

令

 8年度　予定

・男女

和

共同参画について男女

　

共同参画推進委員会で

８

審 ・男女共同参画に関

年

する市民意識調査

議し

度

た。 ・男女共同参画い

　

きいきフォーラムを実

行

施予定

・男女共同参画

政

いきいきフォーラムを

評

実施 ・啓発及び情報発

価

信

・啓発及び情報発信

事

・チャレンジ講座を実

業

施予定

・チャレンジ講

別

座を実施した。

令和 

シ

9年度　予定 令和10

ー

年度　予定

・男女共同

ト

参画いきいきフォーラ

実

ムを実施予定 ・男女共

計

同参画いきいきフォー

対

ラムを実施予定

・啓発

象

及び情報発信 ・啓発及

評

び情報発信

・チャレン

価

ジ講座を実施予定 ・チ

対

ャレンジ講座を実施予

象

定

令和11年度　予定



績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,218 5,190

国庫支出金 1,586 1,646

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 50 0

一般財源 2,582 3,544

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.5 1.2

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 3,528.0 2,822.4

計 5,688.9 4,983.3

内

市民一人当たりの経費

部

0.2 0.2

総額 9,

評

906.9 10,17

価

3.3

（単位：千円）

【

令和 7年度決算　事

二

業費の内訳

主な節 金額

次

内容

輝く女と男セミナ

】

ー講師謝礼30、話し

2

方講座30、男女共同

頁

参画いきいきフ
7節 

指

 報償費 79
ォーラム

 

謝礼19

消耗品71、

標

食糧費14、「男女共

 

同参画いきいき通信」

名

印刷等268
10節 

算

需用費 353

駐車場整

　

理業務委託10
12節

　

 委託費 10

14節 

式

工事請負費 0

研修出席

単

28
18節 負担金補

位

助及び交付金 28

男女

年

共同参画推進委員報酬

　

23、会計年度任用職

　

員報酬・手当3,12

度

2、社保4
その他 3,

令

748
55、旅費15

和

、郵便料31、電話料

 

36、広報掲載料50

8

、託児手数料16

年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 女性役員がいる自治会数

算　　式 女性役員がいる自治会の実数 単位 町

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 69
目 標 値

実 績 52

指標選定 女性が区役員として登用されている自治会の実数とした。

の 理 由 平成29年度以降は、区・自治会への意識調査結果による。）

最終年度 第五次須坂市総合計画の目標値とした。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 



委

解決に貢献しているか

託

普通

・行政内部の管理

費

上の課題解決に貢献し

1

ているか

・事業の目的

4

が達成できるような事

節

業内容になっているか

 

先進市の取組等を参考

工

に事業実施しています

事

が、なかなか効果が現

請

れてこない状況です。

負

評   価

コメント

・

費

成果を落とさずにコス

1

トを削減する方法はあ

8

るか

効 率 性 ・効率

節

性向上に努めているか

 

やや向上

・使用料など

負

の受益者負担や補助対

担

象事業の範囲など、財

金

源確保の余地はないか

補

今年度は、第七時須坂

助

市男女共同参画計画策

及

定のための基礎資料と

び

して、男女共同参画市

交

民意識調査を実施す

る

付

ため不要な事業を精査

金

しています。
評   

そ

価

コメント

振り返り（

の

決算年度の取組み課題

他

）

先進市の取組等を参

Ｃ

考に引き続き女性参画

Ｈ

率増加等の取組を進め

Ｅ

ていきたい。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

いきいきフォーラム謝

令

礼97、輝く女と男セ

和

ミナー謝礼30、話し

 

方講座謝礼
7節  報

8

償費 157
30

消耗品

年

75、食糧費15
10

度

節 需用費 90

駐車場

当

整理業務委託11
12

初

節 委託費 11

14節

予

 工事請負費 0

18節

算

 負担金補助及び交付

　

金 0

男女共同参画推進

事

委員報酬65、会計年

業

度任用職員報酬・手当

費

3,620、社保6
そ

の

の他 4,932
60、

内

旅費34、郵便料42

訳

0、電話料36、広報

主

掲載料50、手数料4

な

7

ＣＨＥＣＫ

個別評価

節

項目 評価観点 評価内容

金

・市民の生命・財産を

額

守るため市が実施する

内

ことが必要不可欠な事

容

業であるか

・行政内部

7

の管理運営上必要な事

節

業であるか

必 要 性

 

・市が主体となり実施

 

すべき事業か 高い

・法

報

的な根拠や公的関与の

償

妥当性はあるか

・目的

費

は結果（施策の目指す

1

理想）に結びついてい

0

るか

県内でも男女共同

節

参画社会づくりの推進

 

状況等は、下位に低迷

需

しているため必要性は

用

高いと思われます。

評

費

   価

コメント

・事

1

業の成果は上がってい

2

るか

・目標に対する達

節

成度は十分か

有 効 

 

性 ・市民生活上の課題



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

男女共同参画計画に基づく各課の取組みを推進した他 男女共同参画社会の実現に向け、引き続き

内

男女共同参

、各種イベ

部

ントの開催や広報を行

評

ったことで、男女共 画

価

計画に基づく各課の取

【

組みの推進や、各種イ

二

ベント

同参画意識の醸

次

成を図ることができた

】

。 の開催、広報等を積

4

極的に行って行く必要

頁

がある。

今後も、引き

Ａ

続き女性登用率の向上

Ｃ

のため取り組んで

いく

Ｔ

。

外部評価

次年度以降

Ｉ

の方向性

外部評価コメ

Ｏ

ント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

をはじめあらゆる差別

規

撤廃・人権擁護審議 ・

完

部落差別をはじめあら

了

ゆる差別撤廃・人権擁

事

護審議

会の開催 会の開

業

催

・地域人権交流施設

ゼ

の管理委託や、各団体

ロ

への負担金 ・地域人権

予

交流施設の管理委託や

算

、各団体への負担金

令

事

和11年度　予定 令和

業

12年度　予定

・須坂

担

市人権政策推進基本方

当

針に基づく実施計画の

者

進 ・須坂市人権政策推

全

進基本方針に基づく実

体

施計画の進

捗管理 捗管

計

理

・部落差別をはじめ

画

あらゆる差別撤廃・人

経

権擁護審議 ・部落差別

費

をはじめあらゆる差別

区

撤廃・人権擁護審議

会

分

の開催 会の開催

・地域

内

人権交流施設の管理委

線

託や、各団体への負担

事

金 ・地域人権交流施設

務

の管理委託や、各団体

事

への負担金

業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4144 人権政策事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 020000 人権政策事業

事業目的 事業概要・効果 

基本的人権が尊重され、差別のない明るい社会の実現 須坂市人権政策推進基本方針に基づく事業、部落差別

を目指すため部落差別をはじめあらゆる差別をなくす をはじめあらゆる差別撤廃・人権擁護審議会による審

事業をすすめ、人権が尊重される社会づくりに積極的 議、地域人権交流施設の指定管理委託、各団体等へ

内

の

に関われるよう、市

部

民一人ひとりの人権意

評

識の高揚を 負担金、会

価

計年度任用職員（パー

【

ト時間給）報酬、人

図

二

る。 権政策推進基本方

次

針改定のための審議会

】

委員報酬、改

定業務委

1

託料

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

頁

度実績及び予定

令和 

令

7年度　実績 令和 8

和

年度　予定

・須坂市人

　

権政策推進基本方針に

８

基づく実施計画の進 ・

年

須坂市人権政策推進基

度

本方針に基づく実施計

　

画の進

捗管理 捗管理

・

行

部落差別をはじめあら

政

ゆる差別撤廃・人権擁

評

護審議 ・部落差別をは

価

じめあらゆる差別撤廃

事

・人権擁護審議

会の開

業

催 会の開催

・地域人権

別

交流施設の管理委託や

シ

、各団体への負担金 ・

ー

地域人権交流施設の管

ト

理委託や、各団体への

実

負担金

令和 9年度　

計

予定 令和10年度　予

対

定

・須坂市人権政策推

象

進基本方針に基づく実

評

施計画の進 ・須坂市人

価

権政策推進基本方針に

対

基づく実施計画の進

捗

象

管理 捗管理

・部落差別



般財源 5,975 4,826

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.5 0.0

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,176.0 0.0

計 3,336.9 2,160.9

市民一人当たりの経費 0.2 0.1

総額 9,343.9 7,018.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品88、燃料費19、光熱水費(電気料)49、光熱水費(ガス代)23、
10節 需

内

用費 301
光熱水費(

部

水道料)15、光熱水

評

費8(下水道料)、修

価

繕料99

本郷地区同和

【

施設管理委託料50、

二

地域人権交流施設の指

次

定管理委託料326
1

】

2節 委託費 376

二

2

睦学習センターエアコ

頁

ン設置280
14節 

指

工事請負費 280

長野

 

犯罪被害者支援センタ

標

ー負担金96、会議出

 

席負担金34
18節 

名

負担金補助及び交付金

算

130

報酬3,251

　

、職員手当等934、

　

パートタイム会計年度

式

任用職員社会保険料6

単

2
その他 4,920

2

位

、旅費54、役務費4

年

、土地借上料55

　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,007 4,858

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 32 32

一



委

事業である。

評   

託

価

コメント

・事業の成

費

果は上がっているか

・

1

目標に対する達成度は

4

十分か

有 効 性 ・市

節

民生活上の課題解決に

 

貢献しているか 普通

・

工

行政内部の管理上の課

事

題解決に貢献している

請

か

・事業の目的が達成

負

できるような事業内容

費

になっているか

目標の

1

達成度について、５年

8

に１度の評価しかない

節

ため、わかりにくいと

 

ころがあります。

評 

負

  価

コメント

・成果

担

を落とさずにコストを

金

削減する方法はあるか

補

効 率 性 ・効率性向

助

上に努めているか やや

及

向上

・使用料などの受

び

益者負担や補助対象事

交

業の範囲など、財源確

付

保の余地はないか

業務

金

の見直しをしたため当

そ

初予算比で約２割の歳

の

出削減に努めました。

他

評   価

コメント

振

Ｃ

り返り（決算年度の取

Ｈ

組み課題）

今後も事業

Ｅ

精査を行い、不必要な

Ｃ

事業の削減について検

Ｋ

討していきます。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品80、燃料費19、

和

光熱水費(電気料)7

 

2、光熱水費(ガス代

8

)29、
10節 需用

年

費 327
光熱水費(水

度

道料)25、光熱水費

当

(下水道使用料)14

初

、修繕料88

本郷地区

予

同和施設管理委託料5

算

0、地域人権交流施設

　

の指定管理委託216

事

12節 委託費 266

業

14節 工事請負費 0

費

長野犯罪被害者支援セ

の

ンター負担金96、会

内

議出席負担金39
18

訳

節 負担金補助及び交

主

付金 135

報酬91、

な

会計年度任用職員報酬

節

2,439、同職員社

金

会保険607、同職員

額

期末手
その他 4,13

内

0
当883、旅費40

容

、便料14、土地借上

7

料56

ＣＨＥＣＫ

個別

節

評価

項目 評価観点 評価

 

内容

・市民の生命・財

 

産を守るため市が実施

報

することが必要不可欠

償

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

1

な事業であるか

必 要

0

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

 

・法的な根拠や公的関

需

与の妥当性はあるか

・

用

目的は結果（施策の目

費

指す理想）に結びつい

1

ているか

個人の尊厳の

2

保障、社会的弱者の保

節

護、多様性の尊重社会

 

の実現のために必要な



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

引き続き、時代の変化とともに多様化、複雑化する様 基本的人権が尊重され、差別のない明るい社会

内

の実現

々な人権課題の

部

解決に取り組んでいく

評

必要がある。 を目指す

価

ため、引き続き、部落

【

差別をはじめあらゆる

二

利用者が少なった地域

次

人権交流施設は、今後

】

の在り方 差別撤廃・人

4

権擁護審議会の開催な

頁

ど、人権意識の高

を検

Ａ

討していく。 揚を図る

Ｃ

取り組みを進めていく

Ｔ

必要がある。

外部評価

Ｉ

次年度以降の方向性

外

Ｏ

部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

落差別をはじめあらゆ

規

る差別をなくす事業補

完

助金

の支出 の支出

令和

了

11年度　予定 令和1

事

2年度　予定

・部落解

業

放・人権政策確立要求

ゼ

須坂市実行委員会負担

ロ

・部落解放・人権政策

予

確立要求須坂市実行委

算

員会負担

金の支出 金の

事

支出

・部落差別をはじ

業

めあらゆる差別をなく

担

す事業補助金 ・部落差

当

別をはじめあらゆる差

者

別をなくす事業補助金

全

の支出 の支出

体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4145 部落差別をはじめあらゆる差別をなくす活動助成事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 030000 部落差別をはじめあらゆる差別をなくす活動助成事業

事業目的 事業概要・効果 

部落差別をはじめあらゆる差別の早期解消をめざして 部落解放同盟須坂市協議会及び部落解放同盟須高地区

活動する団体が行う事業を支援することにより、指導 協議会へ、部落差別をはじめあらゆる差別をなくすた

者を養成するとともに、

内

指導者が差別をなくす

部

取組み めの事業に要し

評

た経費に対して補助金

価

を交付する。人

を広く

【

市民に周知し、あらゆ

二

る差別の解消をめざす

次

。 権侵害救済法の早期

】

制定に向けた部落解放

1

・人権政策

確立要求須

頁

坂市実行委員会へ負担

令

金を交付する。

ＰＬＡ

和

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

　

予定

令和 7年度　実

８

績 令和 8年度　予定

年

・部落解放・人権政策

度

確立要求須坂市実行委

　

員会負担 ・部落解放・

行

人権政策確立要求須坂

政

市実行委員会負担

金の

評

支出 金の支出

・部落差

価

別をはじめあらゆる差

事

別をなくす事業補助金

業

・部落差別をはじめあ

別

らゆる差別をなくす事

シ

業補助金

の支出 の支出

ー

令和 9年度　予定 令

ト

和10年度　予定

・部

実

落解放・人権政策確立

計

要求須坂市実行委員会

対

負担 ・部落解放・人権

象

政策確立要求須坂市実

評

行委員会負担

金の支出

価

金の支出

・部落差別を

対

はじめあらゆる差別を

象

なくす事業補助金 ・部



財源 1,099 1,160

正規職員 0.2 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,440.6 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,440.6 720.3

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 2,539.6 1,880.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

補助金999(須坂市協議732、須高地区協議会2

内

67)、負担金100

部

18節 負担金補助及

評

び交付金 1,099

そ

価

の他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,099 1,160

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般



委

る方法はあるか

効 率

託

 性 ・効率性向上に努

費

めているか 変わらない

1

・使用料などの受益者

4

負担や補助対象事業の

節

範囲など、財源確保の

 

余地はないか

事業内容

工

の精査に努めていく。

事

評   価

コメント

振

請

り返り（決算年度の取

負

組み課題）

部落解放同

費

盟須坂市協議会の研修

1

内容等の精査が必要と

8

思います。

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

補助金1,0

8

60（須坂市協議会6

年

23、須高地区協議会

度

337）、負担金10

当

0
18節 負担金補助

初

及び交付金 1,160

予

 

その他 0

ＣＨＥＣＫ

算

個別評価

項目 評価観点

　

評価内容

・市民の生命

事

・財産を守るため市が

業

実施することが必要不

費

可欠な事業であるか

・

の

行政内部の管理運営上

内

必要な事業であるか

必

訳

 要 性 ・市が主体と

主

なり実施すべき事業か

な

普通

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

金

か

・目的は結果（施策

額

の目指す理想）に結び

内

ついているか

団体支援

容

の観点では、必要な事

7

業である。

評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

報

分か

有 効 性 ・市民

償

生活上の課題解決に貢

費

献しているか あまり有

1

効ではない

・行政内部

0

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

需

うな事業内容になって

用

いるか

研修費用に対し

費

ての補助は、実際に必

1

要な研修か否かの判断

2

が難しい。

評   価

節

コメント

・成果を落と

 

さずにコストを削減す



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

引き続き、部落差別の早期解消を目指して活動する団 部落差別をはじめあらゆる差別の早期解消をめ

内

ざす事

体が行う事業を

部

支援する必要があるが

評

、事業内容の精 業を支

価

援することにより、あ

【

らゆる差別の解消を目

二

指

査を行なう。 してい

次

くことは引き続き必要

】

。事業内容の精査を行

4

な

い継続して進めてい

頁

く。

外部評価

次年度以

Ａ

降の方向性

外部評価コ

Ｃ

メント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

令和12年度　予定

・

規

特設相談所（よろずな

完

んでも相談）の開設 ・

了

特設相談所（よろずな

事

んでも相談）の開設

・

業

長野人権擁護委員協議

ゼ

会須高地区協議会総会

ロ

・長野人権擁護委員協

予

議会須高地区協議会総

算

会

・長野人権擁護委員

事

協議会須高地区協議会

業

研修会 ・長野人権擁護

担

委員協議会須高地区協

当

議会研修会

者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4146 人権擁護事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 040000 人権擁護事業

事業目的 事業概要・効果 

憲法で国民に保障されている基本的人権を擁護し、自 人権の花を咲かせるために人権擁護委員の活動を支援

由人権思想の普及高揚を図る取組をしている人権擁護 することで、人権啓発活動等を進展する一助とする。

委員の活動を支援し、人権擁護活動について広く市民 長野地域ネットワーク協議会による人権啓発活動地

内

方

へ周知を図る。 委託

部

事業(地域人権活性化

評

事業)として、人権の

価

花運動

等を実施。

ＰＬ

【

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

二

び予定

令和 7年度　

次

実績 令和 8年度　予

】

定

・特設相談所（よろ

1

ずなんでも相談）の開

頁

設 ・特設相談所（よろ

令

ずなんでも相談）の開

和

設

・長野人権擁護委員

　

協議会須高地区協議会

８

総会 ・長野人権擁護委

年

員協議会須高地区協議

度

会総会

・長野人権擁護

　

委員協議会須高地区協

行

議会研修会 ・長野人権

政

擁護委員協議会須高地

評

区協議会研修会

令和 

価

9年度　予定 令和10

事

年度　予定

・特設相談

業

所（よろずなんでも相

別

談）の開設 ・特設相談

シ

所（よろずなんでも相

ー

談）の開設

・長野人権

ト

擁護委員協議会須高地

実

区協議会総会 ・長野人

計

権擁護委員協議会須高

対

地区協議会総会

・長野

象

人権擁護委員協議会須

評

高地区協議会研修会 ・

価

長野人権擁護委員協議

対

会須高地区協議会研修

象

会

令和11年度　予定



0 296

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 720.3 720.3

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,030.3 1,016.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品75
10節 需用費 75

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

負担金235（長野人権擁護委員協議会163、須坂市人権擁護委

内

員72)
18節 負担

部

金補助及び交付金 23

評

5

役務費0（郵便料0

価

）
その他 0

【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 310 296

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 31



委

容になっているか

市民

託

の課題解決に貢献して

費

います。

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

4

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め

工

ているか 変わらない

・

事

使用料などの受益者負

請

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

費

地はないか

人権擁護委

1

員によるボランティア

8

活動であり、低コスト

節

で行えている。

評  

 

 価

コメント

振り返り

負

（決算年度の取組み課

担

題）

課題は、特にあり

金

ません。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品60
10節 需用費

和

60

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

8

負担金234(長野人

年

権擁護委員協議会16

度

2、須坂市人権擁護委

当

員72）
18節 負担

初

金補助及び交付金 23

予

4

役務費2（郵便料2

算

）
その他 2

ＣＨＥＣＫ

　

個別評価

項目 評価観点

事

評価内容

・市民の生命

業

・財産を守るため市が

費

実施することが必要不

の

可欠な事業であるか

・

内

行政内部の管理運営上

訳

必要な事業であるか

必

主

 要 性 ・市が主体と

な

なり実施すべき事業か

節

普通

・法的な根拠や公

金

的関与の妥当性はある

額

か

・目的は結果（施策

内

の目指す理想）に結び

容

ついているか

基本的人

7

権を擁護するため、市

節

民が暮らしの中で抱え

 

ている人権に関する心

 

配ごとに対する相談事

報

業の必要性

はある。当

償

市は、他市が行ってい

費

る同様の事業よりも相

1

談件数が多い。
評  

0

 価

コメント

・事業の

節

成果は上がっているか

 

・目標に対する達成度

需

は十分か

有 効 性 ・

用

市民生活上の課題解決

費

に貢献しているか 有効

1

・行政内部の管理上の

2

課題解決に貢献してい

節

るか

・事業の目的が達

 

成できるような事業内



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人権擁護委員によるボランティア活動であるため、低 引き続き人権擁護委員の活動を支援し、人

内

権擁護活動

コストで行

部

なっているため、今後

評

も継続していく。 につ

価

いて広く市民へ周知を

【

図っていく必要がある

二

。

外部評価

次年度以降

次

の方向性

外部評価コメ

】

ント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4147 住宅新築資金等貸付金回収事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030401 民生費・人権同和政策費・人権同和政策総務費
科目

事業 050000 住宅新築資金等貸付金回収事業

事業目的 事業概要・効果 

住宅新築資金等貸付金の早期回収をすること 滞納者及び連帯保証人と連絡を密にとり、滞納額の減

少に努める

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

過年度滞納額の回収（２名：884,000円） 過年度滞納額の回収（２名：1,464,000円

内

）

令和 9年度　予定

部

令和10年度　予定

過

評

年度滞納額の回収（２

価

名） 過年度滞納額の回

【

収（２名）

令和11年

二

度　予定 令和12年度

次

　予定

過年度滞納額の

】

回収（２名、うち１名

1

終了予定） 過年度滞納

頁

額の回収（１名、終了

令

予定）

和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



48

正規職員 0.1 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.3 0.1

正規職員 720.3 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 705.6 235.2

計 1,425.9 235.2

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,550.9 288.2

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品35
10節 需用費 35

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

役務費90(手数料89、郵便料

内

1)
その他 90

部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 125 53

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 5 5

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 120



委

を削減する方法はある

託

か

効 率 性 ・効率性

費

向上に努めているか 向

1

上

・使用料などの受益

4

者負担や補助対象事業

節

の範囲など、財源確保

 

の余地はないか

令和７

工

年度債務者１名と返済

事

額を増額した公正証書

請

を取交し、返済期間の

負

圧縮ができました。

評

費

   価

コメント

振り

1

返り（決算年度の取組

8

み課題）

令和７年度に

節

、高額滞納者１名と返

 

済額を増額した公正証

負

書を取交したことによ

担

り、返済期間を大幅に

金

短縮することがで

き、

補

全額回収の目途がつい

助

た。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品28
10節 需用費

和

28

12節 委託費 0

 

14節 工事請負費 0

8

18節 負担金補助及

年

び交付金 0

旅費3、役

度

務費22（郵便料6、

当

手数料16）
その他 2

初

5

ＣＨＥＣＫ

個別評価

予

項目 評価観点 評価内容

算

・市民の生命・財産を

　

守るため市が実施する

事

ことが必要不可欠な事

業

業であるか

・行政内部

費

の管理運営上必要な事

の

業であるか

必 要 性

内

・市が主体となり実施

訳

すべき事業か 高い

・法

主

的な根拠や公的関与の

な

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

金

理想）に結びついてい

額

るか

債権回収を目的と

内

しているので、全額回

容

収までは必要性が高い

7

と思います。

評   

節

価

コメント

・事業の成

 

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

報

十分か

有 効 性 ・市

償

民生活上の課題解決に

費

貢献しているか 普通

・

1

行政内部の管理上の課

0

題解決に貢献している

節

か

・事業の目的が達成

 

できるような事業内容

需

になっているか

令和７

用

年度債務者１名と返済

費

額を増額した公正証書

1

を取交し、返済期間の

2

圧縮ができました。

評

節

   価

コメント

・成

 

果を落とさずにコスト



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

返済計画が予定どおり履行されるよう、引き続き回収 引き続き、住宅新築資金等貸付金の早期回収が

内

図られ

に努める。 るよ

部

う進めていく必要があ

評

る。

外部評価

次年度以

価

降の方向性

外部評価コ

【

メント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 関野勝仁

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3232

事務事業名 4149 人権交流センター運営事業

所　　属 132000 社会共創部・人権同和・男女共同参画課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 030402 民生費・人権同和政策費・人権交流センター費
科目

事業 020000 人権交流センター運営事業

事業目的 事業概要・効果 

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発のための住 部落差別をはじめあらゆる差別をなくすために各種相

民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターと 談事業、人権交流講座、地域福祉事業の実施、市民へ

して、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のため の広報活動として広報へ

内

の啓発記事掲載など、

部

全市的

の各種事業を行

評

う。 な人権問題の啓発

価

や地域の実情に即した

【

活動を行う。

ＰＬＡＮ

二

－ＤＯ

年度実績及び予

次

定

令和 7年度　実績

】

令和 8年度　予定

・

1

人権交流センター運営

頁

審議会 ・人権交流セン

令

ター運営審議会

・人権

和

交流講座 ・人権交流講

　

座

・各種相談事業 ・各

８

種相談事業

令和 9年

年

度　予定 令和10年度

度

　予定

・人権交流セン

　

ター運営審議会 ・人権

行

交流センター運営審議

政

会

・人権交流講座 ・人

評

権交流講座

・各種相談

価

事業 ・各種相談事業

令

事

和11年度　予定 令和

業

12年度　予定

・人権

別

交流センター運営審議

シ

会 ・人権交流センター

ー

運営審議会

・人権交流

ト

講座 ・人権交流講座

・

実

各種相談事業 ・各種相

計

談事業

対象 評価対象



その他 40 172

一般財源 4,212 4,304

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.2

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 4,666.0 4,666.0

コスト 会計年度（パート） 1,411.2 470.4

計 6,797.5 5,856.7

市民一人当たりの経費 0.3 0.3

総額 14,083.5 13,366.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

講師謝礼8
7節  報償費 8

消耗品177、燃料費62、食糧費2、光

内

熱水費714（電気5

部

58、ガス80、上水

評

57
10節 需用費 1

価

,120
、下水19）

【

、修繕165

生活相談

二

委託324、清掃業務

次

委託87、その他54

】

12節 委託費 465

2

14節 工事請負費 0

頁

県隣保館協議会負担金

指

88、防火管理者講習

 

出席負担金7
18節 

標

負担金補助及び交付金

 

95

会計年度給料・手

名

当4,170、社会保

算

険料574、役務費2

　

30、使用料賃借料6

　

03
その他 5,598

式

、その他21

単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,286 7,510

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 3,034 3,034

財 源 地方債 0 0



委

祉向上を目指すコミュ

託

ニ

ティ拠点として必要

費

である。
評   価

コ

1

メント

・事業の成果は

4

上がっているか

・目標

節

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

工

活上の課題解決に貢献

事

しているか 有効

・行政

請

内部の管理上の課題解

負

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

8

っているか

人権の相談

節

事業や啓発事業に貢献

 

している。また、施設

負

の利用者数が増加傾向

担

にある。

評   価

コ

金

メント

・成果を落とさ

補

ずにコストを削減する

助

方法はあるか

効 率 

及

性 ・効率性向上に努め

び

ているか やや向上

・使

交

用料などの受益者負担

付

や補助対象事業の範囲

金

など、財源確保の余地

そ

はないか

令和７年度に

の

使用料設定を行なった

他

ことや、利用者数が増

Ｃ

加しているため、使用

Ｈ

料収入が増加した。

評

Ｅ

   価

コメント

振り

Ｃ

返り（決算年度の取組

Ｋ

み課題）

引き続き使用

個

者の増加について検討

別

が必要です。

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼15
7節  

令

報償費 15

消耗品12

和

0、燃料費80、食糧

 

費1、印刷製本費34

8

、光熱水費721（電

年

気560、
10節 需

度

用費 1,036
ガス8

当

1、上水56、下水2

初

4）、修繕料80

事務

予

機器点検委託54、生

算

活相談委託324、清

　

掃業務委託88
12節

事

 委託費 466

14節

業

 工事請負費 0

県隣保

費

館協議会負担金88、

の

会議等出席負担金8
1

内

8節 負担金補助及び

訳

交付金 96

報酬23、

主

給料2,938、職員

な

手当1,225、会計

節

年度任用職員社会保険

金

料850、
その他 5,

額

897
旅費4、役務費

内

330、使用料賃借料

容

520、その他7

ＣＨ

7

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

節

価観点 評価内容

・市民

 

の生命・財産を守るた

 

め市が実施することが

報

必要不可欠な事業であ

償

るか

・行政内部の管理

費

運営上必要な事業であ

1

るか

必 要 性 ・市が

0

主体となり実施すべき

節

事業か 必要不可欠

・法

 

的な根拠や公的関与の

需

妥当性はあるか

・目的

用

は結果（施策の目指す

費

理想）に結びついてい

1

るか

社会福祉法に規定

2

する社会福祉施設であ

節

り、あらゆる人権問題

 

の解決と地域社会の福



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人権交流センターは、地域福祉の向上や人権啓発の住 部落差別をはじめあらゆる差別をなくすた

内

めの各種相

民交流拠点

部

として必要不可欠であ

評

る。 談事業、人権交流

価

講座、地域福祉事業の

【

実施、市民へ

の広報活

二

動など、全市的な人権

次

問題の啓発や地域の実

】

情に即した活動を引き

4

続き進めていく必要が

頁

ある。

外部評価

次年度

Ａ

以降の方向性

外部評価

Ｃ

コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

会議等開催

・学校・P

規

TA人権教育推進校の

完

指定及び市民大集会で

了

・学校・PTA人権教

事

育推進校の指定及び市

業

民大集会で

活動発表。

ゼ

啓発ポスター募集・表

ロ

彰 活動発表。啓発ポス

予

ター募集・表彰

令和1

算

1年度　予定 令和12

事

年度　予定

・学校人権

業

教育活動費の交付 ・学

担

校人権教育活動費の交

当

付

・学校長と職員懇談

者

会、新任教職員研修、

全

学校人権教 ・学校長と

体

職員懇談会、新任教職

計

員研修、学校人権教

育

画

主任会議等開催 育主任

経

会議等開催

・学校・P

費

TA人権教育推進校の

区

指定及び市民大集会で

分

・学校・PTA人権教

内

育推進校の指定及び市

線

民大集会で

活動発表。

事

啓発ポスター募集・表

務

彰 活動発表。啓発ポス

事

ター募集・表彰

業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3632

事務事業名 4330 学校人権教育推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100802 教育費・人権同和教育費・学校人権同和教育費
科目

事業 010000 学校人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

身のまわりにあるさまざまな差別や偏見を具体的に取 児童生徒の発達段階に応じて、部落差別をはじめさま

り上げ、正しく理解するとともに、差別されている人 ざまな人権問題を理解し、課題解決に向けて行動でき

々の心の痛みに共感し、差別意識の克服を自己の課題 る「人権尊重の教育」を教育計画へ

内

明確に位置付ける

とし

部

て日々実践できる力を

評

育成する。 。

 

ＰＬＡ

価

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

【

予定

令和 7年度　実

二

績 令和 8年度　予定

次

・学校人権教育活動費

】

の交付 ・学校人権教育

1

活動費の交付

・学校長

頁

と職員懇談会、新任教

令

職員研修、学校人権教

和

・学校長と職員懇談会

　

、新任教職員研修、学

８

校人権教

育主任会議等

年

開催 育主任会議等開催

度

・学校・PTA人権教

　

育推進校（小山小学校

行

）の指定及 ・学校・P

政

TA人権教育推進校（

評

森上小学校）の指定及

価

び市民大集会で活動発

事

表。啓発ポスター等募

業

集・表彰 び市民大集会

別

で活動発表。啓発ポス

シ

ター募集・表彰

令和 

ー

9年度　予定 令和10

ト

年度　予定

・学校人権

実

教育活動費の交付 ・学

計

校人権教育活動費の交

対

付

・学校長と職員懇談

象

会、新任教職員研修、

評

学校人権教 ・学校長と

価

職員懇談会、新任教職

対

員研修、学校人権教

育

象

主任会議等開催 育主任



一般財源 616 1,955

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.3
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.3

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 2,333.0 1,399.8

コスト 会計年度（パート） 0.0 705.6

計 3,773.6 3,546.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 5,389.6 5,501.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

講師謝礼8
7節  報償費 8

人権教育副読本「あけぼの」の購入32、その他消耗品85、啓発用

内

資料等印
10節 需用

部

費 138
刷19、食糧

評

費2

12節 委託費 0

価

14節 工事請負費 0

【

学校人権教育活動費交

二

付金1,270、中学

次

校ブロック人権教育研

】

修費交付金2
18節 

2

負担金補助及び交付金

頁

1,470
00

その他

指

0

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,616 1,955

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,000 0



委

成度は十分か

有 効 

託

性 ・市民生活上の課題

費

解決に貢献しているか

1

有効

・行政内部の管理

4

上の課題解決に貢献し

節

ているか

・事業の目的

 

が達成できるような事

工

業内容になっているか

事

近年多様化する人権課

請

題に対しても、一人ひ

負

とりが大切にされ、多

費

様性を認め合い地域で

1

安心して生活できる

社

8

会の実現のために人権

節

教育や啓発事業は必要

 

である。
評   価

コ

負

メント

・成果を落とさ

担

ずにコストを削減する

金

方法はあるか

効 率 

補

性 ・効率性向上に努め

助

ているか やや悪化

・使

及

用料などの受益者負担

び

や補助対象事業の範囲

交

など、財源確保の余地

付

はないか

当市では、人

金

権教育副読本「あけぼ

そ

の」を活用して人権教

の

育を推進している。本

他

教材は人権課題の変化

Ｃ

に伴い

定期的に改訂さ

Ｈ

れており、その都度、

Ｅ

児童・生徒用および指

Ｃ

導者用の教材を購入し

Ｋ

て各学校へ配布してき

個

た。
評   価

今年は

別

改訂の年にあたるが、

評

予算の都合上、市内す

価

べての中学生への配布

項

が困難となったため、

目

新1年生の人
コメント

評

数分のみの配布にとど

価

まった。しかし、本教

観

材は長野県内の多くの

点

市町村で積極的に活用

評

されており、児童・

生

価

徒の人権教育には欠か

内

せないものである。

振

容

り返り（決算年度の取

・

組み課題）

「第六次須

市

坂市総合計画」及び「

民

須坂市人権施策推進基

の

本方針」、各学校の人

生

権教育計画に基づき、

命

学校・家庭・地域が

密

・

に連携し、目標達成に

財

向けた継続的な取り組

産

みを推進した。

時代と

を

共に人権課題の多様化

守

・複雑化が進む中、学

る

校現場や地域における

た

人権教育の重要性は一

め

層高まっており、これ

市

ま

での取り組みを通じ

が

てその必要性が改めて

実

再認識された。

施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼8
7節  報

令

償費 8

人権教育副読本

和

「あけぼの」の購入4

 

10、その他消耗品6

8

3、食糧費4
10節 

年

需用費 477

12節 

度

委託費 0

14節 工事

当

請負費 0

学校人権教育

初

活動費交付金1,27

予

0・中学校ブロック人

算

権教育研修費交付金2

　

18節 負担金補助及

事

び交付金 1,470
0

業

0

その他 0

ＣＨＥＣＫ

費

個別評価

項目 評価観点

の

評価内容

・市民の生命

内

・財産を守るため市が

訳

実施することが必要不

主

可欠な事業であるか

・

な

行政内部の管理運営上

節

必要な事業であるか

必

金

 要 性 ・市が主体と

額

なり実施すべき事業か

内

高い

・法的な根拠や公

容

的関与の妥当性はある

7

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

 

ついているか

教職員、

 

児童生徒、PTAへ、

報

身のまわりにあるさま

償

ざまな差別や偏見を具

費

体的に取り上げ、正し

1

く理解すると

ともに、

0

差別されている人々の

節

心の痛みに共感し、差

 

別意識の克服を自己の

需

課題として日々実践で

用

きる力を育
評   価

費

成する。市が主体とな

1

り実施することが必要

2

である。
コメント

・事

節

業の成果は上がってい

 

るか

・目標に対する達



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

学校では、人権同和教育指導計画や副読本あけぼの等 児童生徒の人権感覚を磨くために、副教材

内

の購入や研

を活用して

部

カリキュラムを作成し

評

、指導している。 修会

価

などで、学校現場を支

【

援し、教職員の意識を

二

高め

教員や保護者など

次

関係者の高い意識に支

】

えられ、低コ ていくこ

4

とは非常に有効だと考

頁

えている。教職員や児

Ａ

ストで運営されている

Ｃ

。 童生徒、保護者の負

Ｔ

担感とのバランスも考

Ｉ

慮して事業

を進めたい

Ｏ

。

外部評価

次年度以降

Ｎ

の方向性

外部評価コメ

１

ント

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

員を ・人権教育推進員

規

や公民館等と合同研修

完

、地区役員を

対象に人

了

権リーダー研修会を開

事

催 対象に人権リーダー

業

研修会を開催

・町別人

ゼ

権問題学習会や各種団

ロ

体への活動支援 ・町別

予

人権問題学習会や各種

算

団体への活動支援

・人

事

権のまち、企業人権推

業

進会議と連携し、人権

担

教育 ・人権のまち、企

当

業人権推進会議と連携

者

し、人権教育

講座、市

全

民大集会、企業人権研

体

修会等を開催 講座、市

計

民大集会、企業人権研

画

修会等を開催

令和11

経

年度　予定 令和12年

費

度　予定

・人権教育推

区

進員や公民館等と合同

分

研修、地区役員を ・人

内

権教育推進員や公民館

線

等と合同研修、地区役

事

員を

対象に人権リーダ

務

ー研修会を開催 対象に

事

人権リーダー研修会を

業

開催

・町別人権問題学

名

習会や各種団体への活

所

動支援 ・町別人権問題

　

学習会や各種団体への

　

活動支援

・人権のまち

属

、企業人権推進会議と

施

連携し、人権教育 ・人

　

権のまち、企業人権推

　

進会議と連携し、人権

策

教育

講座、市民大集会

会

、企業人権研修会等を

計

開催 講座、市民大集会

予

、企業人権研修会等を

算

開催

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3632

事務事業名 4331 人権教育推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100803 教育費・人権同和教育費・社会人権同和教育費
科目

事業 010000 人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

学習・研修が知識理解にとどまらず、実践につながる 互いに多様性を認め合い人権を尊重し合い、明るく住

ような組織化と、自主的・積極的な啓発・広報活動を みよいまちづくりを目指すため、すべての家庭、地域

推進する。 、企業・職場、団体・組織において人権教育を推進し

、部落差別をはじめあらゆる差別

内

をなくす必要性を社

会

部

生活や歴史、文化等に

評

関連付けて学び、差別

価

を許さ

ない明るい家庭

【

、職場、地域づくりを

二

、自主的・組織

的活動

次

を推進する。

 

ＰＬＡ

】

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

1

予定

令和 7年度　実

頁

績 令和 8年度　予定

令

・人権教育推進員や公

和

民館等と合同研修、地

　

区役員を ・人権教育推

８

進員や公民館等と合同

年

研修、地区役員を

対象

度

に人権教育リーダー研

　

修会を開催 対象に人権

行

リーダー研修会を開催

政

・町別人権問題学習会

評

や各種団体への活動支

価

援 ・町別人権問題学習

事

会や各種団体への活動

業

支援

・人権のまち、企

別

業人権推進会議と連携

シ

し、人権教育 ・人権の

ー

まち、企業人権推進会

ト

議と連携し、人権教育

実

講座、市民大集会、企

計

業人権研修会等を開催

対

講座、市民大集会、企

象

業人権研修会等を開催

評

令和 9年度　予定 令

価

和10年度　予定

・人

対

権教育推進員や公民館

象

等と合同研修、地区役



0年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,586 8,850

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 1,586 8,850

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 1.5 0.7
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.7

正規職員 3,601.5 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 6,999.0 3,266.2

コスト 会計年度（パート） 0.0 1,

内

646.4

計 10,6

部

00.5 8,514.

評

1

市民一人当たりの経

価

費 0.2 0.3

総額 1

【

2,186.5 17,

二

364.1

（単位：千

次

円）

令和 7年度決算

】

　事業費の内訳

主な節

2

金額 内容

人権教育推進

頁

員謝礼680、人権教

指

育リーダー研修会講師

 

謝礼4
7節  報償費

標

684
 

学習会等の消

 

耗品63、食糧費1、

名

人権教育啓発ポスター

算

等印刷129
10節 

　

需用費 193

12節 

　

委託費 0

14節 工事

式

請負費 0

人権のまちづ

単

くり推進会議の負担金

位

486、企業人権教育

年

推進会議への補助
18

　

節 負担金補助及び交

　

付金 632
金146

郵

度

便料9、人権教育啓発

令

用DVD購入69
その

和

他 77
 

 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 「人権が尊重される社会の実現」の重要度

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 70.2 71.4 72.6 73.8 75
目 標 値

実 績

指標選定 第六次須坂市総合計画（後期基本計画）の成果指標

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名 市民大集会と人権教育講座で「深まった」と回答した人の割合

算　　式 単位 %

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 86 86 86 86 86
目 標 値

実 績

指標選定 第六次須坂市総合計画（後期基本計画）のプロセス指標

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和1



委

知識と正しい行動が人

託

権を尊重することにつ

費

ながる。市が
評   

1

価
主体となることで、

4

重要である人権教育を

節

推進することができる

 

。
コメント

・事業の成

工

果は上がっているか

・

事

目標に対する達成度は

請

十分か

有 効 性 ・市

負

民生活上の課題解決に

費

貢献しているか 有効

・

1

行政内部の管理上の課

8

題解決に貢献している

節

か

・事業の目的が達成

 

できるような事業内容

負

になっているか

町別人

担

権問題学習会等の参加

金

者が少ないと報告を受

補

けるが、新規参加者は

助

増加傾向にある。正し

及

い知識の普及

を考える

び

と、事業を継続的に開

交

催する必要がある。近

付

年多様化する人権問題

金

を考える機会は、多い

そ

ほうが良い
評   価

の

。
コメント

・成果を落

他

とさずにコストを削減

Ｃ

する方法はあるか

効 

Ｈ

率 性 ・効率性向上に

Ｅ

努めているか やや向上

Ｃ

・使用料などの受益者

Ｋ

負担や補助対象事業の

個

範囲など、財源確保の

別

余地はないか

大勢の市

評

民に参加してもらうた

価

めに、アンケートの内

項

容より現在関心がある

目

人権課題を把握する。

評

AI-OCRを活

用し

価

市民のニーズ把握に努

観

めている。ニーズから

点

、関心のある人権課題

評

をテーマとした講師を

価

選択し、予算関
評  

内

 価
係も含めて依頼交

容

渉している。
コメント

・

振り返り（決算年度の

市

取組み課題）

すべての

民

人が尊重された生活を

の

営むことができるよう

生

、家庭や地域、企業等

命

に対して、時代ととも

・

に変化する人権問題に

財

関する正しい知識の普

産

及に努めた。

あらゆる

を

差別や人権侵害をなく

守

すための主体的な行動

る

を促すには、継続的な

た

学習や啓発活動が不可

め

欠である。

市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

人権教育推進員謝礼6

令

80、人権教育リーダ

和

ー研修会講師謝礼8
7

 

節  報償費 688

学

8

習会等の消耗品68、

年

食糧費4、人権教育啓

度

発資料等印刷135
1

当

0節 需用費 207

1

初

2節 委託費 0

14節

予

 工事請負費 0

人権の

算

まちづくり推進会議の

　

負担金753、企業人

事

権教育推進会議への補

業

助
18節 負担金補助

費

及び交付金 895
金1

の

42

報酬1473、給

内

料2734、職員手当

訳

等1618、共済費1

主

113、旅費27、郵

な

便料18、
その他 7,

節

060
人権教育啓発用

金

DVD購入77

ＣＨＥ

額

ＣＫ

個別評価

項目 評価

内

観点 評価内容

・市民の

容

生命・財産を守るため

7

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

 

か

・行政内部の管理運

 

営上必要な事業である

報

か

必 要 性 ・市が主

償

体となり実施すべき事

費

業か 高い

・法的な根拠

1

や公的関与の妥当性は

0

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

 

結びついているか

市が

需

主体となり、人権教育

用

を進めることで、学校

費

や地域、企業などあら

1

ゆる団体に関与でき、

2

身のまわりにあ

る様々

節

な差別や偏見を自分事

 

としてとらえ、正しい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

町別人権問題学習会への支援、人権教育研修会等の開 町別人権同和学習会をはじめとする様々な

内

研修は、役

催、啓発ポ

部

スター募集など、さま

評

ざまな機会をとらえ 員

価

の参加が中心であって

【

も、継続することで確

二

実に研

て、多様化する

次

人権課題を啓発するこ

】

とにより、家庭 修経験

4

者が増え、市民の人権

頁

意識の向上に貢献して

Ａ

い

、地域、職場におい

Ｃ

て人権教育を推進する

Ｔ

ことが必要 る。人権課

Ｉ

題に関する情報は常に

Ｏ

更新しながら事業を

で

Ｎ

ある。 継続していく。

１

外部評価

次年度以降の

次

方向性

外部評価コメン

評

ト

価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

み重ねによる実践力を

規

培う。 習会の積み重ね

完

による実践力を培う。

了

令和11年度　予定 令

事

和12年度　予定

・解

業

放子ども会等運営委員

ゼ

会の開催 ・解放子ども

ロ

会等運営委員会の開催

予

・須坂市本郷子高校生

算

学級等へ講師を派遣種

事

、解放学 ・須坂市本郷

業

子高校生学級等へ講師

担

を派遣種、解放学

習会

当

の積み重ねによる実践

者

力を培う。 習会の積み

全

重ねによる実践力を培

体

う。

計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 森　まゆみ

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3632

事務事業名 4332 解放子ども会等推進事業

所　　属 300400 教育委員会事務局・人権同和教育課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100803 教育費・人権同和教育費・社会人権同和教育費
科目

事業 020000 解放子ども会等推進事業

事業目的 事業概要・効果 

何が差別であるかを見抜く力をつけるための基礎学習 児童生徒が、部落差別をはじめさまざまな差別の問題

と他者への思いやりを学び人権尊重の意識を高めるた 解決に向けて、差別を見抜き、差別に負けず、差別を

めの解放学習を行う。 なくす力をつけることを目指して、小中学生を対象に

解放子ど

内

も会活動を推進してき

部

たが、地区に対象とな

評

る小・中学生はいるが

価

、会への参加希望者は

【

いない。

学習意欲のあ

二

る解放子ども会等高校

次

生学級による、解

放学

】

習の継続を実施。

ＰＬ

1

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

頁

び予定

令和 7年度　

令

実績 令和 8年度　予

和

定

・解放子ども会等運

　

営委員会を５月に開催

８

、活動内容 ・解放子ど

年

も会等運営委員会の開

度

催

の承認を得る。 ・須

　

坂市本郷子高校生学級

行

等へ講師を派遣種、解

政

放学

・須坂市本郷地区

評

高校生等学級へ指導者

価

を派遣し、解 習会の積

事

み重ねによる実践力を

業

培う。

放学習の積み重

別

ねによる実践力を培う

シ

。（12回/年）

令和

ー

 9年度　予定 令和1

ト

0年度　予定

・解放子

実

ども会等運営委員会の

計

開催 ・解放子ども会等

対

運営委員会の開催

・須

象

坂市本郷子高校生学級

評

等へ講師を派遣種、解

価

放学 ・須坂市本郷子高

対

校生学級等へ講師を派

象

遣種、解放学

習会の積



規職員 0.1 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 720.3 0.0

人　員 会計年度（フル） 466.6 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,186.9 0.0

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,231.9 52.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

解放子ども会指導者謝礼36
7節  報償費 36

事務用消耗品3
10節 需用費 3

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

解放子ども会高校

内

生等学級生徒及び指導

部

者のスポーツ安全保険

評

料6
その他 6

 

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 45 52

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 45 52

正



委

貢献しているか 有効

・

託

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

4

できるような事業内容

節

になっているか

高校生

 

等学級における解放学

工

習の内容は、小中学生

事

と違って個別化した内

請

容となっている。

地区

負

では新規の入会希望が

費

ない状況であるが、現

1

在の会員にとって解放

8

学習の継続は有効であ

節

る。
評   価

コメン

 

ト

・成果を落とさずに

負

コストを削減する方法

担

はあるか

効 率 性 ・

金

効率性向上に努めてい

補

るか 変わらない

・使用

助

料などの受益者負担や

及

補助対象事業の範囲な

び

ど、財源確保の余地は

交

ないか

これまでも、少

付

ない予算で学習を継続

金

している。これ以上の

そ

コスト削減等は難しい

の

。

評   価

コメント

他

振り返り（決算年度の

Ｃ

取組み課題）

毎月１回

Ｈ

の学習会であるが、会

Ｅ

員は意欲的に取り組ん

Ｃ

でいる。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

解放子ども会及び高校

令

生学級指導者謝礼42

和

7節  報償費 42

事

 

務用消耗品5
10節 

8

需用費 5
 

12節 委

年

託費 0

14節 工事請

度

負費 0

18節 負担金

当

補助及び交付金 0

解放

初

子ども会高校生等学級

予

生徒及び指導者のスポ

算

ーツ安全保険料5
その

　

他 5
 

ＣＨＥＣＫ

個別

事

評価

項目 評価観点 評価

業

内容

・市民の生命・財

費

産を守るため市が実施

の

することが必要不可欠

内

な事業であるか

・行政

訳

内部の管理運営上必要

主

な事業であるか

必 要

な

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

金

・法的な根拠や公的関

額

与の妥当性はあるか

・

内

目的は結果（施策の目

容

指す理想）に結びつい

7

ているか

解放子ども会

節

は、児童・生徒が何が

 

差別であるかを見抜く

 

力を養う「基礎学習」

報

と、他者への思いやり

償

を学び

人権尊重の意識

費

を高める「解放学習」

1

を行う重要な場である

0

。
評   価

現在、会

節

員数は少なくなってい

 

るが、会員は学習意欲

需

があるため、今後も活

用

動の継続が必要である

費

。
コメント

・事業の成

1

果は上がっているか

・

2

目標に対する達成度は

節

十分か

有 効 性 ・市

 

民生活上の課題解決に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

学習希望がある対象者がいる限りは継続が望ましい（ 参加希望者が減る中で事業を縮小してきた

内

。現在参加

22歳にな

部

る年度まで）。今後、

評

対象者が不在になれば

価

している方とも話し合

【

いも実施し、今後の方

二

針を決め

休会になる。

次

た。

外部評価

次年度以

】

降の方向性

外部評価コ

4

メント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田　明子

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3630

事務事業名 4327 公民館人権教育推進事業

所　　属 130600 社会共創部・生涯学習推進課

施　　策 01010100 人権尊重・共生社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100804 教育費・人権同和教育費・公民館人権同和教育費
科目

事業 010000 公民館人権教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

地域住民一人ひとりが人権問題を共通の課題として理 人権教育の必要性は益々大きくなってきている。同和

解し、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくす 問題をはじめあらゆる差別をなくし、住みよい暮らし

意識の高揚を図る。 よい地域社会を築くため、町別人権問題学習会の支援

及び公民館が行

内

う学級・講座等で取り

部

組み、人権教育

学習の

評

充実を図り、市民の人

価

権問題学習への関心を

【

高

めていく必要がある

二

。

人権問題学習会に参

次

加する人が増えること

】

によって、

市民の人権

1

尊重への意識が高まる

頁

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

令

実績及び予定

令和 7

和

年度　実績 令和 8年

　

度　予定

人権感覚の高

８

揚を図るため、町別・

年

ブロック別人権問 人権

度

感覚の高揚を図るため

　

、町別・ブロック別人

行

権問

題学習会を支援す

政

る。 題学習会を支援す

評

る。

令和 9年度　予

価

定 令和10年度　予定

事

令和11年度　予定 令

業

和12年度　予定

別シート

実計対象 評価対象



源 1,357 1,380

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.5
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 2,333.0 2,333.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 0.0

計 2,568.2 2,333.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,925.2 3,713.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

食糧費47
10節 需用費 47

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

人権同和教育分館活動費交付

内

金1,310
18節 

部

負担金補助及び交付金

評

1,310

その他 0

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,357 1,380

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

 率 性 ・効率性向上

託

に努めているか やや向

費

上

・使用料などの受益

1

者負担や補助対象事業

4

の範囲など、財源確保

節

の余地はないか

今年度

 

より食糧費を削減した

工

。職員の時間外削減を

事

検討していきたい。

評

請

   価

コメント

振り

負

返り（決算年度の取組

費

み課題）

・町別人権問

1

題学習会において、多

8

くの町で対面開催を２

節

回実施しているが、内

 

１回は書面開催とする

負

等、町の欠席者に

も学

担

習機会が可能となるこ

金

とや、職員の時間外の

補

削減にもつながるので

助

はないかと感じる。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

人権同和教育

8

分館活動費交付金等1

年

,380　
18節 負

度

担金補助及び交付金 1

当

,380

その他 0

ＣＨ

初

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

予

価観点 評価内容

・市民

算

の生命・財産を守るた

　

め市が実施することが

事

必要不可欠な事業であ

業

るか

・行政内部の管理

費

運営上必要な事業であ

の

るか

必 要 性 ・市が

内

主体となり実施すべき

訳

事業か 普通

・法的な根

主

拠や公的関与の妥当性

な

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

金

に結びついているか

市

額

民の人権意識の啓発活

内

動を継続していく必要

容

がある。

評   価

コ

7

メント

・事業の成果は

節

上がっているか

・目標

 

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

報

活上の課題解決に貢献

償

しているか 普通

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

0

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

町別人権問

需

題学習会の開催支援を

用

継続することで、市民

費

の人権尊重への意識が

1

高まっていく。

評  

2

 価

コメント

・成果を

節

落とさずにコストを削

 

減する方法はあるか

効



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

人権侵害を無くし人権感覚を磨き、明るい社会を形成 住みよい暮らしや、よい地域社会を築くた

内

め、町別人

するには常

部

に人権学習をしていく

評

必要がある。 権問題学

価

習会の支援及び公民館

【

が行う学級・講座等で

二

取り組み、人権教育学

次

習の充実を図り、引き

】

続き市民

の人権問題学

4

習への関心を高めてい

頁

く必要がある。

外部評

Ａ

価

次年度以降の方向性

Ｃ

外部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


